
平成２３年度　政府予算案（大阪府健康医療部関係）の決定内容

平成23年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１　保健医療体制等の確保
１．医療提供体制の整備

○　医師等の確保

○　診療報酬制度の改善

○　医師の業務分担の見直し


	◆概算要求の状況　厚生労働省　
○地域医療確保対策の推進

（全）385億円
　・地域医療支援センターの整備

　　（全）17億1,000万円

　・臨床研修の充実

　　（全）30億9,000万円

・女性医師等の離職防止・復職支援

（全）24億4,000万円

・看護職員の資質の向上及び確保策の推進

　　（全）１０１億円

	（全）329億円
　　 （全）5.5億円

（全）10億円

（全）22億円

（全）９４億円
	

	2．救急医療体制の充実・強化

○　救急医療体制の確保

○　周産期医療の充実

○　小児救急医療の充実

○　ドクターヘリ運営事業の推進

○　救急医療及び救急車の適切な利用

○　ＡＥＤの普及促進等


	○救急医療・周産期医療の体制整備

（全）230億9,500万円

・救急医療体制の整備

（全）54億6,100万円

・ドクターヘリ導入促進事業の充実

（全）29億3,200万円

・重篤な小児救急患者に対する医療の充実
（全）6億500万円

・周産期医療体制の充実

（全）85億1,900万円


	（全）207億円

（全）53億円

（全）29億円　

（全）4.6億円

（全）71億円


	

	２　母子保健施策の充実
○　妊婦健康診査について
・　母子保健法等への明確な位置づけ

○　不妊に関する総合的施策の推進
○　乳幼児の不慮の事故防止対策の推進
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○不妊治療への支援

（全）９５億円

　○子どもの事故防止予防強化事業（新規）

　　（全）次世代ソフト交付金の内数


	（全）９５億円

　  (全)次世代ソフト交付金の内数

	

	３　がん対策の推進

○　「がん対策推進基本計画」に記載された目標の達成に向けた積極的な事業展開及び十分な財源措置
○　市町村のがん検診について、地方交付税積算基礎額の実勢額への引上げなど、検診の実施に当たり十分な財源措置

○　「女性特有のがん検診推進事業」のがん検診指針との整合性等の課題解決と事業の継続

○　がん診療連携拠点病院の二次医療圏単位の改め⇒地域の実情反映へ

○　子宮頸がん予防に有効とされるＨＰＶワクチンの公費助成、定期接種化及び予防接種実施市町村への財政的支援

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○がん対策の総合的かつ計画的な推進（５４１億円）

・放射線療法等の専門医師の育成及び緩和ケア等の着実な推進

（全）４０億円

・がん予防・早期発見等の推進とがん医療水準均てん化の促進

（全）３１４億円


・がんに関する研究の推進等 

（全）１８７億円


	（全）３４３億円

（全）４０億円

（全）１４８億円

（全）１５５億円


	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４　難病対策の推進

○　特定疾患治療研究事業に係る国庫補助制度について、地方公共団体の超過負担が解消されるよう、法制化及び十分な財源措置

○　対象疾患の拡大や難病患者を支援する活動拠点の整備や運営体制の充実、保健所の難病患者への保健指導に対する国庫補助基準の見直し

○　「小児慢性特定疾患治療研究事業」における対象疾患や対象者等の拡大、患者負担の軽減
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○難病対策の一層の推進（２，２１９億円）

・難治性疾患に関する調査・研究の推進

 （全）１１０億円

・難病患者の生活支援等の推進

　（全）２,１０９億円

・小児の慢性疾患等への支援 

（全）1６１億円

	（全）２，０９５億円

（全）１００億円

（全）１，９９５億円

（全）1６１億円


	

	５　新型インフルエンザ対策の充実・強化

新型インフルエンザは、これまでの感染症とは異なり、国家的な危機管理の問題であることから、国が主体となって、地方公共団体との十分な事前協議のもと、国民的な合意を得ながら対策を進めること。

さらに、これら対策の実効性を高めるための法整備や、地方公共団体等への十分な財政措置を講じること。

○　医療提供体制の強化、ワクチン接種、住民支援など地方公共団体や医療機関が行う新型インフルエンザ対策に要する費用の財政措置

○　医療従事者等が安心して従事できる全国一律の補償制度

○　府民・医療機関・地方公共団体への速やかな情報提供

○　ワクチンの生産技術の向上・生産体制の再構築

○　ワクチン接種の努力義務化及び全額国庫負担

	◆概算要求の状況　厚生労働省

○医療提供体制の構築　　　　　　　　　（全）25.37億円
〈保健衛生施設等設備整備費補助金〉　　　（全）17億円

　・感染症外来協力医療機関設備
（HEPAフィルター付きパーティション・空気清浄器の補助）

・新型インフルエンザ患者入院医療機関設備
（人工呼吸器、PPE、簡易陰圧装置の補助）

　〈保健衛生施設等設備整備費補助金〉　　　（全）7.83億円

　　・新型インフルエンザ患者入院医療機関施設

〈新型インフルエンザ対策事業〉
・協議会設置、診療従事者訓練・研修、説明会、正しい情報の共有　　　　　　　　　　　　  　
（全）5,400万円
○抗インフルエンザウイルス薬等の備蓄　（全）9,733万円



	 （全)25.37億.円

　（全)17億円
（全)7.83億円

（全)5,400万円
（全)9,733万円


	

	６　アスベストによる健康被害の救済

○　地方に負担や役割を求めることなく、国の責任において対応すること
○　健康被害者の早期発見のため検診方法の確立、治療方法の研究、地域による偏りのない治療体制の充実、医療スタッフの確保と知識・技術の向上、検診費用の補助等、必要な措置

○　社会福祉施設、医療機関など多数の住民が利用する公共・民間建築物のアスベスト除去を促進するため、助成制度や融資制度などの支援措置

	◆概算要求の状況　環境省
○石綿問題への緊急対応に必要な経費

　・一般環境経由による石綿ばく露健康リスク調査

（全）１億８，４１７万８，０００円
	（全）１億7,671万3,000円
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	７　「彩都」を拠点とした大阪の創薬研究機能の強化
○　創薬支援機能の拡充

○　基礎的研究の推進

○　希少疾病用医薬品等開発の振興

○　ワクチン開発の推進


	◆概算要求の状況　厚生労働省
　○（独）医薬基盤研究所運営費
（全）８９億９，４００万円


	（全）８８億８，７００万円


	

	８　大阪府立病院機構の運営体制の充実
○　平成18年度に大阪府が設立した「地方独立行政法人大阪府立病院機構」（公務員型独法)が、解散・再設立の手続きを経ることなく、「非公務員型」独法に円滑に移行できるよう、「地方独立行政法人法」の改正を行うこと。
	

	
	

	９　その他

○　麻しん（はしか）対策の充実・強化

○　肝炎総合対策の推進

○　ハンセン病回復者等への支援
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○麻しん排除対策推進費

（全）３３８万円

○肝炎対策の推進（２４４億円）

・保健所における肝炎ウイルス検査等の促進

（全）１８億円

・インターフェロン治療及び核酸アナログ製剤治療への医療費助成

〈肝炎治療特別促進事業〉
助成先：都道府県、補助率：２分の１（全）１５１億円

○ハンセン病対策の推進

（全）４０５億円


	（全）３３８万円

（全）２３８億円

（全）１７億円

（全）１５１億円

（全）３９３億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
【参考：平成２２年度補正予算】　


・子宮頸がん等のワクチン接種の促進（全）1,085億円　


（うち子宮頸がん予防ワクチンの接種に関する経費


　　　　　　　　　　　　　　　　（全）３４５．６億円）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





【参考：平成２２年度補正予算】


・プレパンデミックワクチンの備蓄等　（全）１１３億円　








○地方独立行政法人法の改正を求める本府の「構造改革特区提案」に対しては、総務省より「提案の実現に向け対応を検討」する旨の回答を得ている。
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